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要旨： コンクリートのスケーリングし易さを簡便かつ短期間で評価する試験方法の検討を行った。供試体に

は，所定材齢まで養生し 7mm 角に切断したモルタルを用いた。凍結防止剤の種類を換えた溶液に試験片を浸

漬し，凍結融解繰返しを与えた。スケーリング抵抗性は，所定のサイクル後に取り出した試験片をふるい分け，

残存量から評価した。得られた結果は ASTM C 672 法の結果と概ね相関があり，スケーリングによる硬化体組

織の変状を直接観察することができることが判った。凍結融解作用によるひび割れは，試験片の表面から内部

に進行し，骨材とペースト界面に伝播しやすいことが，空隙径分布の測定や硬化体の観察から判った。 

キーワード：凍結融解抵抗性，スケーリング，凍結防止剤，ASTM C 672 法，耐久性評価 

 

1. はじめに 

積雪寒冷地における凍結融解繰返し作用は，コンクリ

ートの耐久性上，極めて重要な問題である。凍結融解に

よる劣化現象は，ひび割れ，スケーリング，ポップアウ

ト，崩壊の 4 つに分けられる 1)。このうち実構造物には

特にひび割れとスケーリングの被害例が多い。ひび割れ

は，コンクリート内部の水の凍結融解の繰り返しによる

膨張とその拘束により，ひび割れが生ずる現象（コンク

リート組織の全体あるいは部分的な劣化）である。一方，

スケーリングは，コンクリートの表層面からペースト・

モルタル組織がうろこ状に剥がれ落ちる劣化である。 

我が国における凍結融解試験方法として JIS に規定さ

れているのは，JIS A 1148:2010 ｢コンクリートの凍結融

解試験方法｣2)であり，10×10×40cm 直方体のコンクリ

ートに対して，1 サイクル+5～-20℃として，6 時間程度

で 300 サイクル繰り返し，コンクリートの動弾性係数の

減少から，コンクリートの耐凍害性を評価する試験方法

である。この方法は，内部ひび割れの伝播を評価するの

に適する。 

一方，スケーリングの評価試験法については JIS に規

格化されていない。海外では，北米において ASTM C 672

法 3)やヨーロッパにおいては，RILEM CDF法 4)等がある。

ASTM C 672 法は，試験面積を 0.045m2以上とし，供試体

厚さを 7.5cm 以上の供試体の上面から溶液を浸透させて

試験する方法であり，RILEM CDF 法は，15×15×厚さ

7.5cm の供試体の下面から吸水させる方法で，何れの試

験方法にしても，大型のコンクリート供試体が必要とな

る。道路凍結時の安全確保ために塩類を凍結防止剤と散

布したことにより，コンクリートのスケーリング劣化が

顕在化したことから，これらの試験方法が提案された。 

我が国においてもコンクリート構造物の長寿命化が

求められている今日，スケーリング劣化の評価をしなけ

ればならないと考えられるが，ASTM C 672 法等の方法

では，今後も多大な実験が必要とされる。これらの試験

結果は，スケーリング抵抗性の相対評価に主眼が置かれ，

労力を要する割には，材料科学的に有用なデータを得る

ことが難しい。そこで本研究では，小型供試体を用い，

簡便かつ省力的な方法で，スケーリングのし易さの相対

的かつ早期的な判定が可能となる方法を検討すること

とした。併せて ASTM C 672 法についても同様の温度条

件で試験を行い，両者の結果の整合性の検討をした。ま

た，小型供試体の利点は，その供試体の状態をそのまま

観察できることにある。そこで，スケーリング試験後の

硬化体を用いて，空隙径分布や硬化体組織の観察を行い，

凍結防止剤の種類及び濃度によるスケーリング劣化現

象の相違についても検討を行った。 

 

2. 実験方法 

2.1 材料および配合 

セメントには市販の普通ポルトランドセメント（密

度：3.15g/cm3）を使用し，細骨材には宮古市閉伊川産川

砂（表乾密度：2.66g/cm3，FM:2.78）を用いた。供試体

は AE 剤を用いないモルタルとした。スケーリングは粗

骨材との境界で発生する懸念もあるが，凍結防止剤散布

環境でモルタルに生ずる現象を抽出するためである。配

合は，水：セメント：細骨材を 0.55：1：3 の質量割合と

した。1 日間湿空養生した後，脱型し，27 日間の水中養

生後，実験に供した。 
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2.2 使用した凍結防止剤 

本研究で使用した凍結防止剤は，塩化ナトリウム(図表

中では Na-C)，塩化カルシウム(Ca-C)，酢酸ナトリウム

(Na-A)および酢酸カルシウム(Ca-A)である。各凍結防止

剤について，1％および 3％の質量パーセント濃度で試験

を実施した。 

2.3 新規凍結融解試験方法 

(1) 試験用供試体 

試験方法の概要を図-1 に示す。4×4×16cm の角柱供

試体について，材齢 28 日まで水中養生を行った後，ダ

イヤモンドカッターを用いて 1 辺が 7mm の立方体とな

るように切断して，これを試験片とした。容器には，ポ

リプロピレン容器(容量 100mℓ)を用い，溶液と試料の質

量割合を 10：1 として，凍結防止剤溶液に浸漬させ，蓋

をして凍結融解試験を行った。容器に入れた 7mm 立方

体供試体は 1 組 4 粒(約 3g)とした。 

 (2) 凍結融解試験 

 温度条件は，供試体を-20℃の冷凍庫内で 12 時間，15℃

の室内で 12時間を 1サイクルとした環境に晒し，1,3,5,10

回の凍結融解繰返しを与え，所定サイクルの後，1 組 4

粒の容器を取り出し，ろ紙（5B）で凍結防止剤溶液と供

試体を分離し，更に蒸留水で凍結防止剤を洗い流して除

去した。その後 40℃の恒温乾燥機で乾燥させ，0.6, 1.2, 

2.5mmで分級し，それぞれのふるい上の残存量を求めた。 

 

 
図-1 試験方法 

なお，ASTM C 672 に準拠した試験も行っているが，

試験方法等については，既報 5)の通りとした。 

2.4 硬化体の評価 

 新規凍結融解試験方法により，凍結融解繰返しを与え

た硬化体について，研磨面の観察を電子顕微鏡による背

面反射電子像により行った。また，2.5mm ふるいに留ま

った供試体については，水銀圧入式ポロシメーターによ

って空隙径分布の測定を行った。 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 新規凍結融解試験による耐凍害性の評価 

新規試験方法による凍結融解試験結果を図-2 に示す。

実験結果は各凍結防止剤の濃度 3％の場合である。比較

のために行った蒸留水の場合にはほとんど劣化が生じ

ない。これに対し，凍結防止剤溶液に浸漬したいずれの

試料も表面からのモルタル片の剥離が認められ，サイク

ルの進行に伴い，質量残存率は小さくなる傾向にある。 

 

 
図-2 新規試験方法による剥離量の推移 
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試験片の作製 

 練混ぜ：ASTM C 672 に準拠 

 供試体：4×4×16cm 供試体を 7mm 立方体に切断 

 

凍結融解試験 

 容器：ポリプロピレン 100mℓ容器 

 試験片：1 組 4 粒（約 3g）×4 サイクル 

 溶液量：30mℓ 

 サイクル：-20℃12 時間，+15℃12 時間 

     1, 3, 5, 10 サイクルで試料採取 

 

試験の評価 

 試料数：各サイクル 1 組 

 試料の処理：洗浄・ろ過し、40℃乾燥炉内で乾燥 

       0.6, 1.2, 2.5mm ふるいで分級 

 結果：ふるい上の残存量を測定 

 

硬化体の観察 

 組織観察：電子顕微鏡による背面反射電子像 

 空隙径分布：水銀圧入式ポロシメーター使用 
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凍結防止剤の種類に着目すると，剥離の進行には差が見

られ，ナトリウム塩での劣化が大きく，特に塩化ナトリ

ウムではサイクルの経過に伴い剥離量が顕著となる。ま

た，ふるい目に関しては，ふるい目の大きなものほど，

残存率は小さくなり，溶液の種類による差が，より明確

となる。本実験では，7mm 角の供試体を使用している。

また細骨材に剥離が生じた際にそれを取り除く必要が

あること等を考慮し，この試験結果から最適なふるい目

を判断すると，2.5mm であると考えられる。 

凍結融解サイクルの進行に伴う供試体の状況を図-3

に示す。例として，塩化ナトリウムと酢酸ナトリウムの

場合を示す。劣化の状況は，1 組 4 粒の中で違いが見ら

れるものの，概ね初期の段階でモルタル片が剥がれ，後

期において，ペーストや細骨材が単独で剥離する傾向が

見られる。同程度の剥離量の場合，例えば酢酸ナトリウ

ムで 5 サイクルと塩化ナトリウムで 3 サイクルでは，剥

離片および残留試験片の形状に違いは見られなかった。

図示していない他の試験片についても同様であり，凍結

防止剤の種類の変更により同程度の劣化の場合の剥離

の状況には相違は見られなかった。一方，残存する供試

体の残存片は，偶角部が剥がれ落ち，丸味を呈する傾向

が見られ，これも凍結防止剤の種類による違いは見られ

なかった。このように本研究で提案した試験方法は，ス

ケーリングによる変状を観察するのに適した方法であ

るといえる。 

3.2 ASTM C 672 法による耐凍害性の評価 

ASTM C 672 法による凍結融解試験結果を図-4に示す。 
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図-4 ASTM C 672 による累積スケーリング量の変化 

 

蒸留水の場合にスケーリングがほとんど生じないこと， 

およびナトリウム塩でスケーリングが大きく生じ，カル

シウム塩で小さい傾向が認められ，新規試験法による結

果と一致する。一方，最もスケーリング量が大きいのは

酢酸ナトリウムであり，この点は，前述の新規試験法の

結果と異なる。 

3.3 試験方法の違いによる評価の比較 

新規試験法とASTM C 672法の結果との相関を図-5に

示す。新規試験法の結果は，図-2に示したように，検討

する凍結融解サイクルによっては，評価に相違が生ずる

ことが懸念されるため，以下に示す式により，劣化の程

度を定量化した。 
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図-5 ASTM C 672 法と新規試験法の結果の相関 

 

SDI=P×N/M               (1)  

SDI=スケーリング耐久性指標 

       P=凍結融解サイクルを N 回加えた時の質量残存率 

N=P が質量残存率 60%に達した時のサイクル数ま 

たは試験終了を予定しているサイクル数のうち 

の小さいほうの値 

M=試験終了を予定しているサイクル数 

（本研究では，M=10 とする。） 

上式は，凍結融解試験における耐久性指数を求める既

往の式を本研究の結果に置き換えたものであるが，図-2

の劣化速度を定量化できるものと考えて採用した。 

図-5を見ると，新規試験法と ASTM C 672 法では，い

ずれのふるい目の場合にも，総体的に相関が見られる。

スケーリング量と ASTM C 672 の目視レイティングを比

較した例 6)によれば，累積スケーリング量が，1.5kg/m2  

 

(1) 1 サイクル 

 

 

(2) 10 サイクル 

 

図-6 背面反射電子像（塩化ナトリウム） 

 

で，“いくらかの粗骨材が露出している”中度のスケー

リングに該当する。図中にはこのスケーリング量を示し

ており，新試験方法では，この限界値までの範囲で ASTM 

C 672 法との相関が高いことが望ましい。累積スケーリ

ング量が，1.5kg/m2 までの範囲で，結果を良く反映でき

るのは，ふるい目が 2.5mm の場合であり，前述の試験条

件とも併せ，以降の試験はすべて 2.5mm でふるい分けす

ることとした。 

3.4 硬化体の観察 

(1) 硬化体の組織観察 

 本研究で提案する試験方法の一つの利点は，前述の通

り，小型試験片であるため，試験片を直接観察できるこ

とにある。この試験片の観察により，これまで検討して

きた劣化のし易さのみならず，劣化の進捗状況を供試体

レベルで確認できる。 

 一例として凍結融解サイクルの推移における試験片

の電子顕微鏡写真を図-6に示す。図は，凍結防止剤とし

て酢酸ナトリウムを使用し，濃度 1％の水溶液で凍結融

解試験を与えた試験条件のものであり， 1，10 回の凍結
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(1) 供試体外縁 

 

 

(2) 供試体内部 

 

図-7 背面反射電子像（塩化ナトリウム 3 サイクル） 

 

融解サイクルの供試体を観察した。観察には供試体残存

片の硬化体を使用し，観察面は研磨して使用した。図は

供試体表面付近を示しているが，1 回の凍結融解作用で

あっても大きなひび割れが生じている。また，骨材とペ

ーストの界面に沿った多くの剥離が見られるが，サイク

ルの進行に伴い，この状況がより広範囲となる。逆に骨

材は取り残されているものが多く観察されることから，

劣化はペースト部から進むことがわかる。 

 図-7に塩化ナトリウムを使用し，3 サイクルの凍結融

解繰返しを与えた場合の供試体外部と内部の電子顕微

鏡写真を示す。凍結防止剤溶液中で凍結融解を繰り返す

場合，サイクルが進むにつれ，残存する供試体は小さく

なるが，大きなひび割れは外縁部に認められ，組織内部

まで達するひび割れは少ないことがわかる。また，外縁

部の表面には，ほぼ垂直にひび割れが生じ，これが徐々

に供試体内部に入り込んでペーストと骨材の境界面に

ひび割れが進展する傾向が認められる。 

 図-8に凍結防止剤を使用しない蒸留水の場合と，酢酸

ナトリウムを使用した場合の凍結融解 3 サイクル目の供 

 

(1) 蒸留水 

 

 

(2) 酢酸ナトリウム 

 

図-8 背面反射電子像（3サイクル） 

 

試体の電子顕微鏡写真を示す。結果を見ると，蒸留水で

はほとんど表面が劣化していない。また，図-7(1) と図-8 

(2)を比較すると，前述のように凍結防止剤の種類により，

ひび割れの程度には差があるものの，ひび割れそのもの

には違いは見られず，同様の現象で剥離が生じているも

のと考えられる。 

 (2)硬化体の空隙径分布の変化 

 小試験片による試験では直接，空隙径分布を測定でき

る利点もある。塩化ナトリウムおよび酢酸ナトリウムに

ついて，濃度 1％の水溶液で新規試験方法で凍結融解試

験を行った場合の 2.5mm ふるい上の試料の空隙径分布

を図-9 に示す。凍結融解を行っていない試料（図中，0

サイクル）および蒸留水中で凍結融解を 3 回与えた試料

（図中，蒸留水 3 サイクル）では，50nm 以上の粗大な

毛細管空隙量は同じであるが，いずれの凍結防止剤に浸

漬した場合も，凍結融解作用を 1 回与えると，1µm 以上

の空隙量が増加する。凍結融解回数が増すに従い，この

1µm 以上の空隙は減少し，さらに 50-100nm および

100nm-1µm の空隙も減少する。1µm 以上の空隙が減少す 
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図-9 ナトリウム系凍結防止剤における空隙径分布の 

変化 

 

るのは，これらの空隙が氷の体積膨張により，剥離とな

ってふるい下になったことに関係する。 

酢酸塩と塩化物塩を比較すると，回数が増すにつれ，

酢酸塩では 50-100nmの空隙の減少が大きい特徴がある。 

空隙径分布から判断すると，たとえ凍結防止剤溶液で凍

結融解を繰り返しても，50nm 以下の空隙部分の変化は

少なく，剥離が起こって変化する空隙は 50nm 以上の空

隙部分であることが分かる。50nm 以下の空隙はペース

トマトリックス部分に存在するゲル空隙と微細な毛細

管空隙である。50nm 以上の空隙は骨材とペーストマト

リックス部分の境界である遷移帯部分に存在する。凍結

防止剤によるスケーリングは，50nm 以上の毛細間空隙

に多く影響することから，骨材とセメントペースト間の

遷移帯部に破壊をもたらしていると考えられ。この結果

は研磨面の観察結果と一致する。 

 

4. まとめ 

本研究では， 7mm 立方体に切断したモルタルを用い，

水または凍結防止剤溶液に浸漬して，凍結融解サイクル

を加え，ふるい上に残った量により，コンクリートのス

ケーリング抵抗性を評価する試験方法を提案した。得ら

れた結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）本試験方法の結果は ASTM C 672 法とある程度の対応

関係があった。 

2）本試験方法は，供試体の寸法が小さく，さらに 10 回 

程度の凍結融解サイクルで耐凍害性の評価が可能であ

り，簡易法，迅速法として優れている。 

3）スケーリング劣化した硬化体観察から，亀裂の発生

は内部からではなく，表面層から伝播することが判っ

た。また，空隙径分布からも，ペーストマトリックス

部分は健全であり，骨材とペースト界面の遷移帯部が

弱面となると考えられる。 

4）酢酸塩と塩化物塩では，凍結融解繰返しにより変化

する空隙径分布に相違があり，酢酸塩ほど，50-100nm

の毛細管空隙が壊れやすい特徴がある。 
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